


4 
 

 

２ 経済の動向及び産業の構造 

 平成 20 年のリーマンショック以降の世界的な経済危機の影響により、本県の経済

情勢も急激に悪化し、平成 20 年度の県内総生産はマイナス 7.2％と大きく落ち込みま

した。 

 その後、国の金融・財政政策が実施され、円安の進行や株高により国内景気は回復

の動きを見せてきたものの、消費税増税の影響による民間消費の伸び悩みや国際競争

の激化、さらには中国経済の減速による先行きの不透明感などから、本県産業を取り

巻く環境は依然厳しい状況が続いています。 

 県内においては、県内総生産が、平成 24 年度、平成 25 年度と２年連続して過去最

高を更新するなど景気は緩やかに回復しています。中小企業・小規模企業における景

況判断等が改善傾向にあるなど、一部に明るい兆しが見られるものの、依然として景

気回復の実感が伴っていない状況もあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料出典： 平成 25 年度三重県民経済計算結果 

県内総生産と経済成長率の推移 
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（２）非正規労働者の状況 

パート・アルバイト、派遣社員、契約社員等のいわゆる非正規労働者の人数は、

平成 27 年（年平均）で 1,980 万人と、前年から 18 万人増加しました。個人の働

き方や企業の雇用ニーズの多様化など様々な要因により、徐々に増加する傾向に

あります。 

平成 27 年における非正規労働者の割合は前年と同じ 37.4％となりました。男

女別にみると、男性 21.8％、女性 56.3％となっています。 

 

        正規労働者数と非正規労働者数（年平均）、割合の推移（全国） 

   割合（％、ポイント） 

正規労働者 非正規労働者 正規労働者 非正規労働者 

男

女

計 

23 年 5,163 3,352 1,811 64.9 35.1 

24 年 5,154 3,340 1,813 64.8 35.2 

25 年 5,210 3,302 1,906 63.4 36.6 

26 年 5,249 3,287 1,962 62.6 37.4 

27 年 5,293 3,313 1,980 62.6 37.4 

男 

23 年 2,885 2,313 571 80.1 19.9 

24 年 2,865 2,300 566 80.3 19.7 

25 年 2,886 2,275 610 78.9 21.1 

26 年 2,897 2,267 630 78.3 21.7 

27 年 2,904 2,270 634 78.2 21.8 

女 

23 年 2,279 1,039 1,241 45.6 54.4 

24 年 2,288 1,041 1,247 45.5 54.5 

25 年 2,324 1,028 1,296 44.2 55.8 

26 年 2,352 1,020 1,332 43.4 56.6 

27 年 2,388 1,043 1,345 43.7 56.3 

資料出典： 総務省統計局「平成 27 年労働力調査」より作成 

 

 

 

 

 

 

 

役員を除く雇用者（実数・万人） 
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非正規労働者のうち、本人の本意ではなく非正規雇用で働いている「不本意非

正規」の割合は、平成 27 年の全国平均で 16.9％となっており、中でも、25 歳か

ら 34 歳までの層では 26.5％と高くなっています。 

 

 

 人数（万人） 割合（％） 割合対前年比 

全  体 315 16.9 ▲1.2 

15～24 歳 28 12.8 ▲2.3 

25～34 歳 71 26.5 ▲1.9 

35～44 歳 67 17.9 ▲0.8 

45～54 歳 62 16.9 ▲1.4 

55～64 歳 64 16.6 ▲0.3 

65 歳以上 22 8.8 ±0.0 

資料出典： 総務省統計局「労働力調査（詳細集計）」 

 不本意非正規雇用労働者の状況（平成 27 年・全国） 
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（４）障がい者雇用の状況 

   本県の身体障害者手帳等の交付を受けている人の総数は平成 27 年４月現在で

約９万７千人となっており、県民の約 19 人に１人が何らかの障がいを有するこ

とになります。 

   本県における障がい者の新規求職申込件数は増加傾向にあり、経済的自立をめ

ざす障がい者が増えている様子がうかがわれます。 

   県と労働局は「障害者雇用率改善プラン」に基づき、関係機関、団体と連携し

て取組を進めた結果、平成28年６月１日現在における本県の障害者実雇用率は、

2.04％まで改善しました。 

 

       県内ハローワークにおける障がい者の職業紹介状況（件、％、％ポイント） 

       

前年度比 前年度比 前年度比 

23 年度 2,038 11.3 960 17.1 47.1 2.3 

24 年度 2,436 19.5 1,254 30.6 51.5 4.4 

25 年度 2,393 △1.8 1,362 8.6 56.9 5.4 

26 年度 2,750 14.9 1,495 9.8 54.4 △2.5 

27 年度 2,830 2.9 1,513 1.2 53.5 △0.9 

                       資料出典： 三重労働局資料より作成 

県内民間企業における障がい者の実雇用率 

 雇用 

障害者数（人） 

障害者実雇用率（％） 

三重県 全国平均 

23 年 2,488.5 1.51 1.65 

24 年 2,584.0 1.57 1.69 

25 年 2,703.0 1.60 1.76 

26 年 3,077.5 1.79 1.82 

27 年 3,448.5 1.97 1.88 

28 年 3,671.0 2.04 1.92 

 

 

 

 

 

 

①新規求職申込件数 ②就職件数 ③就職率（②／①） 

※各年６月１日現在の状況 
※「雇用障害者数」は要件により短
時間労働者を0.5人とカウントする
など、換算した数字 
※県内に本社がある 50 人以上の規
模の企業を集計 
 

資料出典： 三重労働局資料より作成 
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津高等技術学校等の訓練受講者数及び就職率 

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

学卒者訓練（施設内） 133人 124人 109人 119人 120人

就職率 100.0% 98.8% 96.0% 100.0% 98.1%

離職者訓練（施設内） 85人 74人 51人 80人 96人

就職率 69.0% 67.1% 86.7% 77.7% 76.3%

離職者訓練（委託） 824人 758人 636人 627人 593人

就職率 67.6% 65.8% 73.3% 72.4% 75.2%

在職者訓練 426人 449人 507人 567人 563人

認定職業訓練 1,631人 1,681人 1,417人 1,183人 1,256人

受講者合計 3,099人 3,086人 2,720人 2,576人 2,628人

全体就職率 70.5% 67.8% 75.1% 76.9% 74.3%

４ 本県の職業能力開発の状況 

（１）職業訓練の状況 

   公的機関が設置する職業訓練施設（公共職業能力開発施設）は、民間では対応

困難な分野の職業訓練や離職者の再就職を支援する「雇用のセーフティネット」

としての職業訓練を担っています。 

   県内の公共職業能力開発施設は、県が設置する津高等技術学校と（独）高齢・

障害・求職者雇用支援機構が設置する三重職業能力開発促進センター（ポリテク

センター三重）及び三重職業能力開発促進センター伊勢訓練センター（ポリテク

センター伊勢）があり、県では学卒者訓練や地域の人材ニーズに対応した離職者

訓練、基礎的な在職者訓練などを施設内及び専修学校等への委託形式により実施

しています。また、（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構ではものづくり分野

を中心として、離職者と在職者を対象とした先進的な訓練を施設内において実施

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

離職者（施設内） 730 人 755 人 712 人 727 人 645 人 

就職率 86.5% 88.4% 88.9% 84.4% 89.0% 

在職者 352 人 496 人 676 人 781 人 910 人 

受講者合計 1,082 人 1,251 人 1,388 人 1,508 人 1,555 人 

（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構訓練受講者数及び就職率 
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   また、国は雇用保険を受給できない求職者に対する第二のセーフティネットと

して、無料の職業訓練及び訓練期間中の生活を支援し、訓練受講を容易にするた

めの給付を行う「求職者支援制度」を平成 23 年 10 月に恒久制度として創設し、

職業訓練・給付・就職支援を実施しています。 
 

 

 

 

 
 

   人口減少による地域経済の縮小を克服するため、地域の労働力の不足感が高ま

っている産業や成長産業における人材の育成・確保のための取組を行う必要があ

ります。また、引き続き、雇用のセーフティネットとしての職業訓練等を充実さ

せていく必要があります。 
 

（２）若者の職業能力開発 

   就労に際して支援が必要な若者に対して幅広い就職支援メニューをワンスト

ップで提供する「おしごと広場みえ」において、就労に関する情報の提供、イン

ターンシップ、キャリア・カウンセリング、研修等を実施するとともに、座学と

実習を組み合わせた訓練により早期の就職を支援しています。 

また、若者の正規雇用化に向けたキャリアアップ研修や若者と企業の相互理解

を深めるため、Web を活用した企業の魅力を発信するデータベースの構築や企業

と若者の交流の場づくりを行っています。 

若年無業者など自立が困難な若者に対しては、相談・カウンセリングや自立訓

練、就労体験による支援を実施しています。現状では、若年無業者の数は減少傾

向にあるなど、若者の雇用状況は改善してきていますが、本意ではない非正規雇

用、高い離職率などが年収の格差につながるなどの課題があることから、「おしご

と広場みえ」のさらなる周知を図るほか、引き続き、若者の就労支援及び企業の

人材育成・確保支援を充実するとともに、若年無業者を早期就労につなげるため

の支援を行う必要があります。 

さらに、県内高校からの大学進学者の８割が県外大学へ進学していることから、

Ｕ・Ｉターン就職の促進のため、大学のキャリアセンター等との連携や県内企業

へのインターンシップの促進、セミナーを開催するなどの取組を実施しています。

引き続き、支援を充実していくとともに、就職支援協定を締結した県外大学との

緊密な連携のもと、学生を本県に呼び込むための効果的な取組が必要となってい

 23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

受講者数 301 人 657 人 506 人 304 人 238 人 

就職率（基礎） 70.1% 75.4% 80.6% 38.8% 57.3% 

就職率（実践） 74.1% 74.4% 74.4% 56.6% 54.9% 

求職者支援訓練実績（三重労働局） 
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（５）高齢者の職業能力開発 

   高齢者の技能習得と知識向上を促進し、就業や社会参加を支援するため、国が

シルバー人材センターに委託し、技能講習を実施しています。 

   生産年齢人口の減少により、高齢者が今まで培ってきた経験や能力を発揮でき

る多様な就労機会を提供する必要があります。 

 

シルバー人材センターが実施する技能講習会 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

受講開始者数 703 人 755 人 843 人 777 人 813 人 
修了者数 663 人 707 人 821 人 749 人 788 人 

         ※「シニアワークプログラム事業」の実績 

※ 27 年度は「高年齢者活躍人材育成事業技能講習会」の実績を含む 

 

（６）在職者の職業能力開発への支援と技能振興 

   在職者の職業能力開発への支援として、公共職業能力開発施設における旋盤や

溶接技術などに関する職業訓練の実施、事業主団体等が実施する認定職業訓練へ

の助成、個人が受講する資格取得等の講習費用への助成、従業員の能力開発を計

画的に実施する事業主への助成等を実施しています。 

   また、技能検定の実施により、働く人の技能の向上や、技能に対する社会一般

の評価を高めることによる働く人の地位の向上を図るとともに、子どもたちに対

するものづくり体験講座の実施、優秀な技能者に対する表彰の実施等による技能

が尊重される社会の形成促進に取り組んでいます。 

   少子高齢化の進展や国際的な価格・品質競争の激化など県内産業を取り巻く環

境が厳しさを増す中、産業を担う人材の育成・確保や在職者の技能向上を行う必

要があります。 

 

 

 

 

 

 

技能検定実績（三重県） 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 

受検申請者数 6,080 人 5,890人 5,723人 5,837人 4,955人 

合格者数 3,820 人 3,713人 3,590人 3,727人 3,316人 


